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１ はじめに 

 

1.1 目的 

政府は、食料・農業・農村基本計画（令和２年３月 31日閣議決定）に基づ

き、農業者の高齢化や労働力不足に対応しつつ、生産性を向上させるため、

ＩＣＴ・ロボット等を活用したスマート農業の社会実装を加速化することと

している。スマート農業により、作業の自動化や省力化はもとより、例えば

農作業の履歴をほ場ごとにデジタルで記録し、農作業の振り返りや営農計画

の策定に活用するなど、農業データの活用による効率的な農業経営や技術継

承の円滑化などの効果が期待されている。実際、農業機械やほ場に設置され

るセンサーからのデータ取得や営農管理ソフトによるスマートフォンでのデ

ータ管理などの農業ＩＣＴサービスが、民間企業から農業者向けに提供され

てきている。一方、スマート農業技術の導入に伴い、農業者からは、複数の

農業機械・機器及びシステム等の間で相互にデータ連携し、一つのシステム

で一元的にデータ管理をしたいというニーズが高まっている。 

異なるシステム間でのデータ連携を安全かつ効果的に進めるためには、近

年様々な事業分野で普及している手段としてＡＰＩ（Application 

Programming Interface）の活用が有効と考えられている。規制改革実施計画

（令和２年７月 17日閣議決定）においては、トラクター、コンバイン等の農

機システムが取得するデータをＡＰＩ開放し、農業者によるデータ連携を促

進することが位置付けられた。今後、農機メ―カーによる早期のオープンＡ

ＰＩ整備・活用が期待されるところだが、こうした取組を進めるに当たって

は、連携するデータ項目・形式、データを受領する事業者の利用権限、セキ

ュリティ対策などについて考慮しつつ、データポータビリティの向上によっ

て農業者がデータを活用できる環境を整える必要がある。 

このため、農林水産省では、令和２年８月から、農機メーカー、ＩＣＴベ

ンダー、農業者、学識経験者、研究機関の各委員が参画する「農業分野にお

けるオープンＡＰＩ整備に向けた検討会」（以下「検討会」という。）を立ち

上げ、農業者のデータ利活用の促進や利便性の向上の観点から、トラクター

等の農機システムから取得されるデータの連携に関して検討を重ねてきた。

本ガイドラインは、検討会での議論を踏まえて、ＡＰＩによるデータ連携の

実現に伴う論点を整理し、これらに対する基本的考え方を整理したものであ

る。 

今後、トラクター等の農機メーカーのみならず、農業ＩＣＴサービスに関

わる多くの事業者が本ガイドラインを参照し、協調・連携してデータ駆動型

農業を実現するための環境整備が早期に図られることを期待している。 
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なお、本ガイドラインは、データ活用に関する事業者の取組状況、技術・

サービスの進展、国際的なデータ連携に係る標準化の動き、農業データの利

用状況など農業者のニーズ、データの取扱いに関する法令・ガイドラインそ

の他情勢の変化に応じて、必要な見直しを行う。 

 
図１．データ連携によるスマート農業の実現 

 

 

図２．機器・システムと営農管理ソフトとの連携による効果  
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1.2 対象範囲 

 本ガイドラインは、農業生産過程において、データを取り扱う農業機械、

ＩｏＴ機器、農業生産関連施設等（以下「農業用機械等」という。）を対象と

する。具体的には、農作業や農作物の生育管理等により位置情報、作業記

録、作物の生育情報等を取得する農業機械、温湿度・日射量等を計測する環

境計測センサー、収量や品質等を計測する穀物乾燥調製貯蔵施設や青果物選

果施設等が想定される。 

 また、農業用機械等の稼働状況の把握のために農業者のスマートフォンで

取得する位置情報を活用する場合など、農業用機械等に連動した端末でデー

タを取得する場合も対象とする。 

 

２ 用語の定義 

本ガイドラインで用いる用語の定義は以下のとおりとする。 

 (1)「オープンＡＰＩ」とは、機械提供事業者が、自社システムへの接続仕

様（ＡＰＩ）を外部に公開し、一定の条件の下、連携のためのアクセス

を可能とする仕組みをいう。 

 (2)「機械提供事業者」とは、農業用機械等を農業者に提供・販売する者で

あり、オープンＡＰＩを整備し、農業者の指図によって、農業用機械等

から得られた当該農業者のデータを接続事業者へ提供する者を指す。 

 (3)「接続事業者」とは、機械提供事業者が整備したオープンＡＰＩにアク

セスし、データを受領する者をいう。営農管理ソフトの運営事業者等が

想定されるが、機械提供事業者が同様のソフトを運営する場合も接続事

業者となり得る。 

 (4)「農業者」とは、農業を営む者（農業法人や集落営農（集落を単位とし

て、農業生産過程の全部又は一部について共同で取り組む組織）を含

む。）をいう。 

 (5)「提供データ」とは、農業者の指図によって、機械提供事業者が接続事

業者に提供した当該農業者のデータをいう。 

 (6)「営農管理ソフト」とは、農業者の営農データを記録・管理するシステ

ム及びアプリケーションサービスをいう。 

(7)「農業ＡＩ・データ契約ガイドライン」とは、農業分野におけるデータ

利活用の促進、それを通じた生産性向上や品質の向上を実現するため、

農林水産省が、農業者が安心してデータを提供できるルールをまとめた

「農業分野におけるＡＩ・データに関する契約ガイドライン」を指す。

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/keiyaku.html 

 (8)「ＷＡＧＲＩ」とは、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/keiyaku.html
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構が運営する農業データ連携基盤であり、官民のデータの連携・共有・提供機

能を有する農業データプラットフォームをいう。各事業者がＡＰＩを提供する

ことが可能である。https://wagri.net/ja-jp/ 

 

３ 基本的考え方 

 「１ はじめに」で述べたとおり、農業者によるデータ活用は、過去の農

作業や農作物の収量などを振り返り、今後の営農計画や作業配分・人員配置

などにフィードバックさせるなど、農業経営を効率的に改善する上で必要不

可欠な取組であることから、農業者が自らの経営にデータを最大限活用でき

るような環境を整備することが重要である。 

こうした認識の下、オープンＡＰＩの整備と利活用に当たっては、第一

に、データの利用者たる農業者が安心して自身のデータを管理・利用し、サ

ービスの恩恵を受けられるよう、機械提供事業者、接続事業者、農業者が同

意の上で必要な措置をあらかじめ講ずることが重要である。 

 一方で、機械提供事業者はＡＰＩの整備と運用等のために、接続事業者は

ＡＰＩを通じたデータの受領・保管等を行うために、それぞれ一定の経費を

要することに留意する必要がある。 

このため、機械提供事業者においては、オープンＡＰＩの整備に当たっ

て、自社のみならず、接続事業者、同業他社、関係団体等と可能な限り広

く、十分にコミュニケーションを図った上で、農業者の受益と負担のバラン

スを踏まえた対応を検討することが望ましい。 

また、機械提供事業者がオープンＡＰＩを整備するに当たっては、後述す

るように差別的な取扱いを原則排除し、オープンイノベーションを促すもの

でなければならない。 

現在及び将来にわたって、農業ＩＣＴサービスやビジネスモデルによって

異なるシステム、データの連携に係る対応策の全てを網羅的に整理すること

は困難であるが、本ガイドラインは、機械提供事業者等の関係者が共通して

検討が必要と考えられる事項の対応水準の目安を示したものであり、オープ

ンＡＰＩによる連携の方法や仕組みを限定するものではないこと、さらに

は、事業者各社のデータ戦略や個社間連携等のサービス展開を阻害するもの

ではないことに留意されたい。 

 

  

https://wagri.net/ja-jp/


6 
 

４ データ連携を行う上での指針 

 

4.1 ＡＰＩの開放性と利用制限 

 オープンＡＰＩによるデータ連携は農業者の利便性向上を目的とすること

から、接続事業者の経営管理体制やセキュリティ管理体制、データ利用目的

等に特段の問題があると機械提供事業者が判断する場合を除き、機械提供事

業者が接続事業者を差別的に排除しないことが原則である。具体的には、機

械提供事業者は、一定の利用規約・契約の下で、誰でもアクセス可能な状態

にする必要があることから、ＡＰＩを自社のシステム上へ実装・ウェブサイ

トで公開することや、ＷＡＧＲＩ上へ実装・公開すること等の対応が想定さ

れる。また、ＡＰＩの公開に当たっては、ＡＰＩの概要を接続事業者が容易

に理解できるよう、提供データの内容や形式、提供方法、利用方法等を示し

たＡＰＩの説明、利用申請の手続、免責、禁止行為等を含むＡＰＩ利用規約

等を合わせて公開することが望ましい。 

 その上で、接続事業者によるＡＰＩ利用契約上の違反、セキュリティ上の

障害発生、知的財産権の侵害等の問題が生じた、又は生じるおそれがある場

合には、機械提供事業者は、接続の遮断、利用契約の解除、接続事業者が加

工したデータの提供・削除要求等、必要な措置を講ずることが考えられる。 

 

4.2 農業者と機械提供事業者との契約 

 農業用機械等から得られる農業者のデータを機械提供事業者が収集・活用す

るに当たっては、機械提供事業者のシステムを農業者が利用する際の契約にお

いて、機械提供事業者は、農業ＡＩ・データ契約ガイドラインの「データ創出

型契約モデル」を踏まえ、機械提供事業者と農業者との間の契約上で第三者に

当たる接続事業者への提供等を想定した契約を、利用する農業者との間で締結

しなければならない。また、農業用機械等から取得されたデータの利用権限は

農業者と機械提供事業者の双方に発生する可能性があることを念頭に、接続事

業者へのデータ提供に当たっては、農業者及び機械提供事業者双方の同意が必

要であることに留意する必要がある。 

 なお、農業ＡＩ・データ契約ガイドラインでは、農業用機械等を用いたデー

タの取得サービスにおいて、そのサービスを利用する農業者を「データ提供者」

とし、サービス提供者を「データ受領者」としている。したがって、農業ＡＩ・

データ契約ガイドライン上の「データ提供者」及び「データ受領者」は、それ

ぞれ本ガイドライン上の「農業者」及び「機械提供事業者」に相当する。 
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4.3 機械提供事業者と接続事業者との契約 

 機械提供事業者が提供するＡＰＩを接続事業者が利用するに当たっては、

機械提供事業者と接続事業者との間で契約を締結する必要がある。実際に

は、機械提供事業者が約款・規約を示し、これに接続事業者が同意する等の

対応が想定される。当該事業者間で契約を結ぶことになるが、通常、契約に

必要な事項は以下のとおりであり、機械提供事業者は、オープンＡＰＩの公

開に当たってこれらの要素を盛り込んだＡＰＩ利用規約のひな型を作成し、

自社のウェブサイト等で公開することが望ましい。 

 ・ＡＰＩ接続の開始手続 

 ・ＡＰＩの利用料 

 ・接続事業者が提供データを用いて農業者に提供するＩＣＴサービスの内容

をあらかじめ限定すること（当該農業者以外のデータ共有を前提とする場

合はその共有範囲） 

・サービス規約の提供、問合せ窓口の設置等の義務 

 ・提供データの利用権限（4.4参照） 

 ・知的財産権の取扱い 

 ・秘密保持義務 

 ・不正アクセス・障害等発生時の対応 

 ・保守・緊急時の使用停止等の措置 

 ・仕様変更・廃止に係る通知 

 ・利用者への保証、免責、禁止行為 

 ・契約の解除 

 

4.4 提供データの利用権限 

提供データは、農業者が農作業等を通じて農業用機械等から取得したもので

あり、機械提供事業者のシステム上に保管されていること等を鑑みれば、接続

事業者が自由に利用できるものではなく、一定の制約の下で運用がなされるべ

きである。このため、接続事業者によるデータの利用権限は、機械提供事業者、

接続事業者、データを提供する農業者の同意により決定されることから、オー

プンＡＰＩによる連携は、農業者の指図を前提に行い、セキュリティ確保やデ

ータ管理の観点から当該農業者をシステム間で一意に特定することが必要で

ある。また、接続事業者は、データを利用する農業ＩＣＴサービスの内容をあ

らかじめ特定し、機械提供事業者に示すこと等を担保する必要がある。最終的

には、4.2、4.3、4.5 等を参照し、データの利用権限を契約で規定し、これを

機械提供事業者、接続事業者、農業者が遵守することが重要となる。 

一方で、「３ 基本的考え方」に即して考えれば、提供データについては、農
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業者の利便性向上や営農への活用促進を目的として、データを提供した農業者

が自身の営農のために利用する（農業者が自ら利用するだけでなく、助言を受

ける等の目的で普及指導員等へデータを共有等することを含む。）ために用い

られること（以下「農業者の自己利用」という。）は許容されなければならない。

すなわち、接続事業者は、農業者の指図に基づき、農業ＩＣＴサービスにおい

て、当該農業者の自己利用の範囲内であれば、表示・閲覧、比較・分析、演算・

改変等の加工や営農指導等に供するためにＪＡや普及組織等へ共有すること

ができる。農業者の自己利用に相当する農業ＩＣＴサービスの内容の目安は、

図３で示しているとおりであり、例えば、以下のような例が挙げられる。 

 ・農業者が利用する営農管理ソフトでデータを記録・表示 

 ・作業記録を整理し、ＧＡＰ等の認証制度への適合を確認 

 ・収量データなどを利用して可変施肥マップを作成し、栽培作業を実施 

 ・ＪＡの生産部会や集落営農の中で、技術研修等のためにデータを共有・分析 

 ・農業者から委託を受けたコントラクターの作業を営農管理ソフトで記録・表

示 

 ・普及指導員やＪＡの営農指導員、コンサルタント企業等とデータを共有し、

ＩＣＴを活用した営農指導支援サービスを展開 

 

また、農業者の営農に資することを前提としてＪＡ等の他の組織・団体とデ

ータ共有を行うＩＣＴサービスについては、当該組織・団体が機械提供事業者

及び農業者の事前の承諾なしにデータの目的外利用や他者への提供をしない

ことをサービス上の契約等で定めることが必要である。 

一方、いわゆる提供データの「二次利用」に該当する、接続事業者による以

下のような利用については農業者の自己利用の範囲を超えるものと考えられ

る。 

・機械提供事業者に示した農業ＩＣＴサービス以外の用途に利用すること 

・不特定の者が利用するおそれのあるサービスに利用すること 
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図３. 農業者の自己利用として原則許容されるサービス範囲（例） 

 

4.5 提供データの保管責任・有効性・継続性等 

データの提供を受けた接続事業者は、農業ＡＩ・データ契約ガイドラインに

則し、当該データに関する秘密保持と保管を履行する義務があるため、次に掲

げるところにより、データ管理に努めることが望ましい。 

・接続事業者は、通常利用されるものと同等のセキュリティ及びバックアップ

体制を備えるなど、善良な管理者の注意をもって管理・保管するものとし、

機械提供事業者及び農業者の事前の書面による承諾を得ずに、第三者に開示、

提供又は漏えいしてはならないものとする。 

・機械提供事業者は、提供データの管理状況について、接続事業者に対して報

告を求めることができる。なお、当該報告によっては、接続事業者に対して、

データの利用方法の是正等の適切な措置を求めることができる旨を取り決め

ておくことが重要である。 

 

また、一般的に、機械提供事業者は、接続事業者に対して、提供データの正

確性（位置情報がずれている等の事実と異なるデータが含まれていないこと）、

完全性（欠損等がないこと）、安全性（ウィルス等に感染していないこと）、有

効性（接続事業者が計画したとおりの結果が達成できるだけの内容を伴ってい

ること）及びサービス変更・ＡＰＩ仕様変更に伴うデータ提供の継続性を保証

できないものと考えられるが、機械提供事業者及び接続事業者においては、Ａ

ＰＩ連携に当たり 4.8で示すセキュリティ対策を講ずることや、あらかじめ接

続テスト等を行い、提供データが接続事業者のシステム内で正常に作動するこ
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とを十分に確認することなどにより、農業者が安心して適切なサービスを享受

できるようにすることが重要と考えられる。 

 

4.6 ＡＰＩの標準的仕様 

ＡＰＩの仕様は、ＡＰＩでの連携を目指す事業者間で互いに協議をして定め

られるものであるが、円滑なデータ交換のためには、ＡＰＩ連携する可能性の

ある事業者間で標準的仕様をあらかじめ合意しておくことが重要である。 

標準的仕様の策定に当たっては、セキュリティ、汎用性及び拡張性を確保し

ながら、多様な事業者とのデータ連携も見据えて、一般的に広く利用されてい

る形式を用いることが望ましい。こうした観点から、オープンＡＰＩの取組が

多くの事業者に広く浸透し、将来的に事業者が相互にアクセスすることも見据

えて、機械提供事業者のＡＰＩ作成に当たっては、以下のとおり、標準的なデ

ータ連携形式が採用されているＷＡＧＲＩのＡＰＩ仕様に合わせることが望

まれる。 

・アーキテクチャ・スタイル：ＲＥＳＴ（Representational State Transfer） 

・通信プロトコル：ＨＴＴＰＳ（Hypertext Transfer Protocol Secure） 

・データ形式：ＪＳＯＮ（JavaScript Object Notation） 

 

その他、ＡＰＩの設計・運用等に関して留意すべきことがまとめられている

以下に掲げる文書を参照されたい。 

・「ＡＰＩ導入実践ガイドブック」及び「ＡＰＩテクニカルガイド」（平成 31 

年３月 28 日内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室）（政府ＣＩＯ ポ

ータル：https://cio.go.jp/guides） 

・農業情報の標準化ガイドライン＜ＧＬ４＞農業情報のデータ交換のイン

タフェースに関する個別ガイドライン（政府ＣＩＯ ポータル： 

https://cio.go.jp/policy-agri） 

 

4.7 個人情報の保護 

 機械提供事業者及び接続事業者が取り扱うデータについては、個人情報の保

護に関する法律（平成 15年法律第 57号）等に基づく個人情報が含まれること

が想定されるため、同法に基づき、連携しようとするデータに係る農業者から

の同意の取得、システムのセキュリティ対策等の措置を適切に講ずる必要があ

る。また、同法のほか、以下に掲げる資料等も参照されたい。 

 ・個人情報保護委員会「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライ

ン（第三者提供時の確認・記録義務編）」（平成 28年 11月） 

https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/ 

https://cio.go.jp/guides
https://cio.go.jp/policy-agri
https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/
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4.8 セキュリティの確保 

 機械提供事業者及び接続事業者は、ＡＰＩ連携するデータに個人情報が含ま

れる可能性があることを念頭に、システムの機密性（限られた者だけが情報に

接触できるように制限をかけること）、完全性（誤入力や改ざん等がないこと）

及び可用性（利用者が必要な時にアクセスできること）を維持するための通信

の改ざん・盗聴防止、情報漏えい防止、サーバー負荷の管理など所要のセキュ

リティ対策を講ずる必要がある。 

 具体的には、セキュリティ対策に係る関係者の分担・責任の明確化、インシ

デント対応を含めた人員確保、定期的なリスク分析等の管理体制の確立や脆弱

性対策の継続実施などが想定されるが、接続事業者は、機械提供事業者が求め

るセキュリティレベルに対応する必要があることから、機械提供事業者は自社

のセキュリティポリシーに照らし、接続事業者に必要な対応を分かりやすく提

示する必要がある。円滑かつ安全なデータ連携のために、例えば、接続事業者

が遵守すべきセキュリティ対策を取りまとめたチェックリストを機械提供事

業者が作成・提示する等の対応が考えられる。 

 

4.9 メンテナンス体制 

 機械提供事業者は、接続事業者がＡＰＩに円滑にアクセスができるよう、可

用性の維持に努めるとともに、接続事業者からの問合せ対応や要望の聴取、Ａ

ＰＩ接続テスト等を実施する体制を整備することが望ましい。 

 また、ＡＰＩの仕様変更を行う場合は十分な期間を確保した告知を行う等の

対応が必要である。こうした告知の具体的ルール（○日前に行う等）について

は、可能な限りＡＰＩ利用規約において明らかにしておくことが望ましい。 

 

 
５ 連携データ項目・形式 

 

5.1 連携対象とするデータ項目 

 農業用機械等の稼働により、農業現場で取得されるデータの種類は数多くあ

る。連携するデータ項目については、利用権限等に留意しながら、連携する事

業者間で取り決めることが原則であり、農業者の利便性向上を目指す観点から、

なるべく多くのデータ項目において連携することが望ましい。 

一方、ＡＰＩ整備・運用やＡＰＩを利用したサービスの創出のために事業者

は一定のコストを要することとなる中、データ連携により表示・閲覧、比較・

分析等の利用に供した際、農業経営にとってより高い付加価値を発揮するデー
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タ項目を特定し、早期に対応することが重要である。こうした議論を同種の農

業用機械・システムごとに検討し、方向性を整理することが、農業者の利便性

の向上にも資するものと考えられる。また、機械提供事業者は、農業者のニー

ズを踏まえて、必要なデータをＡＰＩにより提供できるよう絶えず努めていく

ことが望ましい。 

なお、提供データの営農管理ソフト内での整理・表示に当たっては、日付・

時刻情報と紐付けられている必要があるため、機械提供事業者がＡＰＩでデー

タを提供する際には、日付・時刻情報を合わせて提供することに留意する必要

がある。 

 

5.1.1 トラクター、コンバイン、田植機 

トラクター、コンバイン、田植機によって取得されるデータを以下のとおり

例示する。なお、以下には、機種や型式によって取得できないデータや、現在

は取得していないが将来的に取得できる可能性のあるデータを含む。 

（１）基本データ 

①農機の基本情報 機種や型式等、稼働している農機を区別できる情報 

②位置情報 農機に設置されたＧＮＳＳ受信機又は農機に連動す

る端末から得られる緯度・経度 

③作業時間 作業ごとの作業時間 

④燃料消費量 時間当たりの燃料消費量 

 （２）施肥量や収量等の営農データ 

①作業内容 農機で識別される作業の種類 

②播種量 作物又はほ場ごとの播種量 

③農薬散布量 作物又はほ場ごとの農薬散布量 

④施肥量 作物又はほ場ごとの施肥量 

⑤土壌成分 農機でセンシングした土壌成分 

⑥生育状況 農機でセンシングした生育状況 

⑦収量等 ほ場又はメッシュ単位の収穫量・水分等 

 （３）メンテナンス等に供する機械データ 

①メンテナンス情報 点検・部品交換時期の通知 

②エラー情報 農機に不具合が発生した際の通知 

③転倒情報 農機が転倒した際の通知 

④エンジン回転数 エンジン回転数の推移 

⑤エンジン冷却水温度 エンジン冷却水温度の推移 
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5.2 データの標準化 

 接続事業者にとっては、ＡＰＩ接続やサービス開発にかかるコストの面のみ

ならず、様々なデータの加工や比較分析を行う必要があることから、機械提供

事業者が提供するデータの用語、取得頻度や取得方法・環境、単位等が標準化

されていることが望ましい。一方で、既にサービスを提供している事業者が、

他の事業者等とデータの仕様を合わせるには、システム改修等に膨大なコスト

と時間が想定されることも考慮する必要がある。そのため、直ちに標準化の難

しい事業者にあっては、まずは 4.1に示したとおり、ＡＰＩを提供する際に提

供データの内容やデータ形式等の情報を分かりやすく開示し、円滑なＡＰＩ連

携のための環境を早期に整備することが重要である。 

また、将来的にデータ連携を拡大するに当たっては、標準化は避けて通れな

いものであり、そのための議論を継続して進めなければならない。国際的な動

向を見据えつつ、以下の農業情報の標準化ガイドラインや、ベース・レジスト

リ（公的機関等で登録・公開され、様々な場面で参照される、社会の基盤とな

るデータベース）の考え方等についてとりまとめたデータ戦略タスクフォース

第一次とりまとめも踏まえ、事業者間での協議を進める体制の整備が必要であ

る。今般先行して検討を進めたトラクター・コンバイン・田植機について、メ

ーカー、関係団体、研究機関等が早急にこれらの検討を行うことが望まれる。 

・農業情報の標準化ガイドライン（政府ＣＩＯ ポータル：

https://cio.go.jp/policy-agri） 

・データ戦略タスクフォース第一次とりまとめ（令和２年 12月 21日デジ

タル・ガバメント閣僚会議決定）

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/dgov/dai10/siryou_a.pdf 

 

図４. 農業分野のＩＣＴ利活用における標準化  

https://cio.go.jp/policy-agri
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/dgov/dai10/siryou_a.pdf
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（参考１）関係者の取組ロードマップ 

検討会におけるトラクター、コンバイン、田植機での議論に基づき、関係者

のロードマップを下図のとおり整理した。 

 

図５．関係者の取組ロードマップ 

 

（参考２）「農業分野におけるオープンＡＰＩ整備に向けた検討会」委員 

 上原 宏   秋田県立大学教授 

 榎 淳哉     ＮＥＣソリューションイノベータ（株）イノベーション推進本部主席プロフェッショナル 

 木下 武志  （株）クボタ 機械業務部長 

 齋藤 一志  （株）まいすたぁ 代表取締役 

 澁澤 栄【座長】 東京農工大学名誉教授 

 神成 淳司  内閣官房 情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室 副政府ＣＩＯ 

 高橋 努   井関農機（株） 総合企画部戦略企画室副室長 

 錦織 将浩  三菱マヒンドラ農機（株） 開発・設計統括部アドバンス技術開発部 ＩＣＴ課長 

 藤原 拓真  ウォーターセル（株） フィールドマーケティング部 部長 執行役員 

 松澤 信行  全国農業協同組合連合会 耕種総合対策部次長 

  丸田 洋   （有）穂海農耕 代表取締役 

  三谷 英樹  ヤンマーアグリ（株） 開発統括部 先行開発部知能化グループ主幹 

 吉田 智一  （国研）農業・食品産業技術総合研究機構 農業技術革新工学研究センター革新工学研究監 

（兼農業情報研究センターＡＩ推進室長） 

 ※オブザーバー 

（一社）日本農業機械化協会 

（一社）日本農業機械工業会 

（公社）日本農業法人協会 
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（参考３）規制改革実施計画（令和２年７月 17日閣議決定）（抄） 

 

５．農林水産分野 

(5)スマート農業の普及促進 

N0.6 農業データの利活用 

 a 農林水産省は、補助金等（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律（昭和 30年法律第 179号）の補助金等に限らず、その他の交付金、委託費

を含む） によりトラクター、農業ロボット、ドローン、ＩｏＴ機器等の導入

支援を行う際は、「農業分野における AI・データに関する契約ガイドライン」

に従って、システムサービス提供者が保管することとなるデータは、農業者

が希望すれば農業者に提供するとの条項を契約に盛り込むことを要件とする

よう公募要領等に明記する。また、都道府県の単独事業についても同様の要

件を課すことが望ましい旨、技術的助言を行う。 

ｂ 農林水産省は、農機メーカーに働きかけ、位置、作業記録等のデータを取

得するトラクター、コンバイン等の農機の使用に当たり、農業者がこれらの

データを当該農機メーカー以外の作ったソフトでも利用できる仕組み（オー

プンＡＰＩ）の整備を行う。 

ｃ 農林水産省は、令和４年度予算から農機メーカー以外の作ったソフトでも

位置、作業記録等のデータを利用できることを、トラクター、コンバインな

どの農機の導入支援の補助金等の要件とする。また、都道府県の単独事業に

ついても同様の要件を課すことが望ましい旨、技術的助言を行う。 

d （略） 

 

  a：令和２年度措置  

b：令和２年度検討・結論、令和３年度措置  

c：令和４年度措置  

 

 


